
 

 令和３年度事業報告について 

   
１．概 要 

当共済会は、昭和５２年の設立以来、東京都内の中小企業に勤務する従業員につ

いて中小企業者の拠出による退職金共済制度を確立し、もってこれらの従業員の福

祉の増進と中小企業の振興に寄与するため、特定退職金共済制度の普及推進に努め

ている。 

令和３年度の加入状況は、事業所数１，７１０社（対前年度比１０２．０％）、件

数５，３９５件（同１１０．０％）、口数３６，０８２口（同１２３．１％）と、い

ずれも前年同期より増加した。しかしながら、コロナ禍前の令和１年度以前に比べ

いずれも下回っており、コロナ禍前に比べ既加入事業所からの追加加入と掛金増額

が減少したことが要因として考えられる。 

また、うち新規事業所についても、事業所数８７社（前年度９０社）、件数４０５

件（同５１４件）、口数４，６９５口（同３，１３１口）と、事業所数、件数は前年

度を下回った。これは、委託保険会社の推進員の事業所訪問がコロナ禍において令

和２年度に引き続き制限されたことが要因と考えられる。 

給付金支払状況については、退職・死亡退職・解約の合計で人数３，００４人（対

前年度比９４．２％）、金額約３６億４，５２３万円（同９７．１％）と、いずれも

前年度同期を下回った。 

共済掛金収入状況については、約４１億３，４４７万円（対前年度比１０４．１％）

と前年同期より増加した。なお、共済掛金収入は、中退共から移行した一時払掛金

約１億７，７２４万円を除くと前年同期とほぼ同額である。 

その結果、令和４年３月末の保有状況は、事業所数４，５８０社（対前年度比９

８．４％）、加入者数３５，５５０人（同１００．８％）、口数３２０，５０８口（同

９９．７％）と、事業所数、口数は前年同期より減少した。 

なお、令和４年３月末時点で、保険料積立金は約４５０億５，５３６万円、要留

保額は約４４９億３，４９９万円、留保率は１００．２６８％〈※令和３年３月末

時点：保険料積立金約４４３億８，７８６万円、要留保額約４４３億８６６万円、

留保率１００．１７９％〉となっており、留保率は１００％以上を維持した。 

詳細は、「参考資料 令和３年度主要業績」参照。 

このような状況において、特定退職金共済制度の普及促進のため、前年同様、広

報・加入推進活動や委託保険会社との連携による加入推進活動の諸施策を実施した。

詳細は次ページ以降のとおり。 



 

２．主な事業活動状況 

（１）広報・加入推進活動 

○広報・加入推進活動を下記のとおり実施した。 

・各法人会発行の広報誌への広告掲載 

・各法人会広報誌への加入推進チラシの折込み 

・各法人会ホームページへのバナー広告掲載 

・各法人会各種会合でのＰＲ動画の視聴 

・各法人会でのポスターの継続掲示 

・個人住民税特別徴収税額通知書送付用封筒（八王子市）への広告掲載（５月） 

・加入推進チラシ改訂版の作成･配付〈各法人会および大同生命あて〉（７月） 

・東法連の新設法人あてダイレクトメールへの加入推進チラシの折込み 

（９・３月） 

・共済会名入り２０２２年首都圏鉄道ルートマップカレンダーの作成・配布 

（１１月） 

  （２）委託保険会社との連携による加入推進活動 

・特定退職金共済制度の推進を強化するため、委託保険会社の都内８支社を接

続したＷＥＢオンラインシステムを活用し、新人推進員を対象に制度内容お

よび推進話法等の研修を６月以降毎月実施した。 

・委託保険会社と協働して９月に特退共制度未加入事業所 約７，０００社へダ

イレクトメールはがきを発送した。また、委託保険会社の推進員が個別に送

付するための同様のダイレクトメールはがき約８，５００枚を都内８支社に

提供した。 

・ダイレクトメール発送先への推進員の追加訪問等を促進するため、共済会名入

りクリアファイル５，０００枚を作成し、９月に委託保険会社の都内８支社

へ提供した。 

（３）給付水準変更案内 

   ・令和３年１２月１日より給付水準（基本退職一時金）を変更するにあたり、 

    令和３年７月、加入事業所あて払込期間・掛金累計に応じた現行支給額と 

改定後の支給額を対比した基本退職一時金額表（１口１，０００円につき） 

を添え、変更案内を送付した。（送付先 約４，６００事業所） 

   ・変更内容等についての照会が８事業所からあったが、特段、苦情等はなく、 

事務局にて対応を完了した。 

 

 

 



 

 
３．理事会等の開催状況  

（１）第３３回理事会 

新型コロナウイルス感染リスクを避けるため東法連理事会にあわせ外部施設で 

開催した。 

日 時 令和３年５月２６日（水）１６時０７分～１７時０７分 

場 所 ホテル雅叙園東京「２階 華しずか」 （目黒区下目黒１－８－１） 

小林理事長以下 理事９名、監事２名が出席し、次の議案を承認可決した。 

議案１ 令和２年度事業報告について 

議案２ 令和２年度収支決算について 

議案３ 留保率維持のための給付水準見直しに伴う退職金共済規程の 

改訂について 

議案４ 会計監査人の報酬について 

議案５ 資産運用状況について 

報告事項１ 理事長、副理事長、専務理事の職務執行状況について 

報告事項２ 今後の理事会の開催予定について 

 

（２）第２１回定時評議員会 

日 時 令和３年６月１６日（水） １０時５５分～１１時５５分 

 場 所 全法連会館 ４階会議室  

評議員７名が出席し、次の議案を承認可決した。 

（他に専務理事１名および監事２名が出席） 

議案１ 令和２年度事業報告について  
議案２ 令和２年度収支決算について 
報告事項１ 第３２回理事会および第３３回理事会の決議事項等について 

 

（３）第３４回理事会 

 日 時 令和３年１２月３日（金）１１時００分～１２時００分 

場 所 全法連会館 ４階会議室 

小林理事長以下 理事１０名、監事２名が出席し、次の議案を承認可決した。 

議案１ 令和３年度 上期事業報告について 

議案２ 令和３年度 上期収支決算について 

議案３ 資産運用状況について 

議案４ 評議員会の開催について 

報告事項１ 特退共制度推進担当者表彰基準の改定について 

報告事項２ 今後の理事会 および「特退共 加入推進優績者表彰式・祝賀 

パーティー」の開催予定について 



 

（４）第２２回評議員会 

日 時 令和４年１月２６日（水）１０時５１分～１１時３８分 

場 所 全法連会館 ４階会議室 

評議員７名が出席し、次の議案を承認可決した。 

（他に専務理事１名および監事２名が出席） 

 議案１ 令和３年度上期事業報告について 

議案２ 令和３年度上期収支決算について 

報告事項１  第３４回理事会の決議事項等について 

報告事項２ 「特退共 加入推進優績者表彰式・祝賀パーティー」について 

   

（５）第３５回理事会 

日 時 令和４年２月２４日（木）１６時００分～１６時４３分 

場 所 全法連会館 ４階会議室 

小林理事長以下 理事８名、監事２名が出席し、次の議案を承認可決した。 

議案１ 令和４年度事業計画（案）について 

議案２ 令和４年度収支予算（案）について 

議案３ 資産運用状況および令和４年度資産運用計画について 

議案４ 評議員会の開催について 

報告事項１ 代表理事および業務執行理事の職務執行状況について 

報告事項２ 法人会別加入事業所数について 

報告事項３ 今後の理事会の開催予定について 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


